
様式第４０号　別紙様式３－１

法人名　  社会医療法人　正和会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　  秋田県潟上市昭和大久保字街道下９２番地１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

 １ 有 形 固 定 資 産

 ２ 無 形 固 定 資 産

その他の無形固定資産

 ３ そ の 他 の 資 産

1,249,356Ⅰ　流　動　資　産

4,745

一 括 償 却 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

5,276

164,051

122

建 設 仮 勘 定 883,296

買 掛 金

有 価 証 券

代 替 基 金

295,501

その他の流動資産

Ⅱ　固　定　資　産

911

3,285 純 資 産 の 部

29,641

構 築 物

111,940

622,976

2,876,242

土 地

159,784

資　産　合　計 4,259,694

奨 学 長 期 貸 付 金

生 命 保 険 積 立 金

その他の固定資産

Ⅰ　積　立　金

3,186

32,926

4,668

長 期 前 払 費 用

金　　　額

1,383,452

△ 402,233

151,330

科　　　目

設 立 等 積 立 金 1,745,685

1,383,452

繰 越 利 益 積 立 金

40,000

短 期 借 入 金

負　債　合　計

1年以内返済長期借入金

賞 与 引 当 金

Ⅱ　固　定　負　債

負債・純資産合計

金　　　額

78,444

純 資 産 合 計

退 職 給 付 引 当 金

4,259,694

316,462

3,010,338 6,759

1,866,448

248,317

0

676,719

16,133

85,919

未 払 消 費 税 等

2,813,359

※医療法人整理番号

699,641

512,448

36,010

2,199,522

（令和　7年　3月 31日現在）

貸 借 対 照 表

Ⅰ　流　動　負　債

科　　　目金　　　額

資　産　の　部 負　債　の　部

現 金 及 び 預 金

事 業 未 収 金

た な 卸 資 産

前 払 費 用 2,165344 未 払 法 人 税 等

科　　　目

長 期 借 入 金

車 両

器 具 備 品 63,703

仮 受 金

7,048

役員退職慰労引当金

建 物

建 物 附 属 設 備

919,422



様式第４０号　別紙様式４－１

法人名　  社会医療法人　正和会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　  秋田県潟上市昭和大久保字街道下９２番地１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

Ⅰ　事　業　損　益

Ａ　本来業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

(１)事　　業　　費

(２)本　　部　　費

Ｂ　附帯業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ⅱ　事 業 外 収 益

Ⅲ　事 業 外 費 用

Ⅳ　特　別　利　益

Ⅴ　特　別　損　失

固 定 資 産 圧 縮 損 382,552

61,778当 期 純 損 失

税 引 前 当 期 純 損 失

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税

59,613

2,165

784,615

754,214

212

59,613

25,625

科　　　　　　　　　　目

支 払 利 息

受 取 利 息

その他の事業外収益

施設整備等補助金

事 業 損 失

その他の事業外費用

※医療法人整理番号

損 益 計 算 書

（自　令和　6年　4月　1日　　至　令和　7年　3月 31日）

3,242,971

金　　　　　　額

247,820247,608

281,721

2,945,542

297,428

2,930,849

30,400

本来業務事業損失

附帯業務事業利益

312,122

382,552

87

経 常 損 失



重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記(令和7年3月) 

 

1. 継続事業の前提に関する事項 

継続事業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況はありません。 

 

2. 資産の評価基準及び評価方法 

〇棚卸資産 

最終仕入原価法を採用しております。 

 

3. 固定資産の減価償却の方法 

  〇有形固定資産 

① 平成10年4月1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く) 

・法人税法の規定に基づく旧定額法を採用しております。 

② 平成19年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び平成28年4月1 

日以降に取得した建物附属設備及び構築物 

・法人税法の規定に基づく定額法を採用しております。 

   ③ 一括償却資産 

・法人税法の規定に基づき均等償却しております。 

④ 上記以外の有形固定資産 

・法人税法の規定に基づく旧定率法又は定率法を採用しております。 

  〇無形固定資産 

   ① 自法人利用のソフトウェア 

 ・法人内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用しております。 

 

4. 引当金の計上基準 

  〇賞与引当金 

    職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する金額を計

上しております。 

  〇退職給付引当金 

    職員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務に基づき、当会

計年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

尚、当法人は前々会計年度末日の負債総額が200億円未満であることから、簡便法

による期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を採用しております。 

  〇役員退職慰労引当金 

    役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づき、期末要支給額を計上しており

ます。 



 

5. 消費税及び地方消費税の会計処理の方法 

   消費税等の会計処理は、税込方式を採用しております。 

 

6. その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項 

  〇記載の金額については千円以下を切捨て表示 

   〇補助金等の会計処理 

      固定資産を取得する目的で受領した補助金等については、受領した会計年度に

収益として計上しております。 

尚、対象となる固定資産について法人税法上の圧縮記帳が認められている場合

は、直接減額方式によって処理しています。 

 〇リース取引の処理方法 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引については、リース取引開始日が、そ

の前々会計年度末日における当法人の負債総額が200億円未満であることから、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理しております。 

 

7. 重要な会計方針を変更した旨等 

     該当ありません。 

 

8. 資産及び負債のうち収益業務に関する事項・収益業務からの繰入金の状況に関する事項 

     該当ありません。 

 

9.  担保に供されている資産に関する事項 

担保に供されている資産  

         土 地                              359,546千円 

         建 物                                   241,937千円 

上記に対応する債務 

     短期借入金               1.866,448千円 

1年内返済予定長期借入金          85,919千円 

長期借入金                              316,462千円 

 

10. 法第５１条第１項に規定する関係事業者に関する事項 

 該当ありません。 

 

11. 重要な偶発債務に関する事項 

     該当ありません。 

 



12. 重要な後発事象に関する事項 

     該当ありません。 

 

13.  その他医療法人の財政状態または損益の状況を明らかにするために必要な事項 

 

① 有形固定資産の減価償却累計額 3,398,720千円 

 

② 賃貸借処理を行ったファイナンス・リース取引 

単位:千円 

勘 定 科 目 リース料総額 未経過リース料 

当 期 末 残 高 

医療用器械備品 183,513 113,661 

その他の器械備品 17,438 8,347 

車 両 30,375 9,648 

ソ フ ト ウ ェ ア 4,758 1,751 

計 236,086 133,407 

 

14. その他の注記 

① 令和5年7月に大雨により被害を受けた介護老人保健施設湖東老健が行う移転新

築経費に対し、令和6年度助成として秋田県社会福祉施設等災害復旧費補助金

382,552千円の交付を受けました。 

この補助金は直接減額方式による圧縮記帳を行い、損益計算書の特別利益(施

設整備等補助金)に計上するとともに、同額を特別損失(固定資産圧縮損)に計

上し、貸借対照表の建設仮勘定を減額処理しております。 

② 短期借入金1,866,448千円には、湖東老健新築移転に係る建設費用としてのつ

なぎ資金851,448千円が含まれています。 

 

 

 

 

  


